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Ⅰ．はじめに

日本の国公立小学校（以降、小学校）における英語教育は、明治時代に初めて導入され
た。以来、現在に至るまで、絶えずその成果について批判にさらされ、改変・改訂が繰り
返されている。

本年は、概ね10年に一度行われる学習指導要領の改訂内容が正式に告示される年であ
る。その改訂において最も大きな改革として挙げられるものが、小学校における外国語
教育（英語）である。それらは、（1）現行学習指導要領において、第5学年、第6学年（以
降、高学年）で、『領域』として必修化されている「外国語活動」を、『領域』から『教
科』に組み入れた上で、「外国語活動」を「外国語」（英語）とし、「国語」や「算数」等
と同様に位置付けること、（2）また、現行学習指導要領では、高学年で行っていた「外国
語活動」を第3学年、第4学年（以降、中学年）に繰り下げるという2点である。所謂「教
科化」と「早期化」と呼ばれるものである。

今回告示される学習指導要領に沿った教育は、今後2年間の準備期間を経て、2018（平
成30）年から段階的に先行実施され、2020（平成32）年に全面実施を迎えることになる。

1990年代、小学校における外国語（英語）教育が導入されて以来、30年近く経過した現

―  45  ―



在も、その是非や、あり方を含む議論が続く中で行われる今回の改訂は、日本における英
語教育、そして国家における言語政策の大きな転換期を迎えたことを意味する。

本小論では、①現在の小学校における「外国語活動（英語）」導入の経緯、②次期指導
要領における小学校英語教育、③その展望、④そして実施にあたり問題となり得る潜在的
課題について考察する。

Ⅱ．小学校における外国語（英語）活動導入の経緯

小学校における英語教育についての本格的な議論は、1980年後半から「国際化」をキー
ワードに始められた。今日の小学校における英語教育の発端は、プラザ合意が成された
1986（昭和61）年に、臨時教育審査会の「教育改革における二次答申1」において、「英語
教育の開始時期に関する検討」について提言を受けたことに始まる。この答申では、国際
化の進展に伴い、国際社会で自らの意思を伝達できる能力と、その手段として使用する言
語である「英語」、及び、その教育の重要性が指摘された。また、教育目的の明確化、教
育内容・方法の見直し、入試、教員養成等、英語教育全般に関わる内容が示された。

その後、小学校における英語教育が実施されることになるが、現行の教育形態に至るま
でには、3つのステージ（畑江：2013）2を経たと捉えられる。そして、今回の学習指導要領
改訂は、新たな第4ステージへの移行と考える事ができる。以下、現行までの3つのステー
ジの概要を記す。

1．第一ステージ：「パイロットスタディー期」

パイロットスタディー期は、1991（平成3）年、臨時行政改革推進審議会から「小学校
でも英会話など、外国語会話を特別活動の中で推進すること」とする答申が出されたこと
に端を発した。翌1992（平成4）年には、第41次日本教職員組合教育研究集会で、「今日の
受験のための英語教育を根本から見直し、生活英語としての英語教育を小学校の早い段階
から導入する」との提言が出された。また同年、旧文部省初等中等局長が「少学校での外
国語（英語）教育の導入について教育課程審議会に諮問するなど検討を始める」（アレン
玉井、柄田、小川：20013）と表明した事で、教育現場と旧文部省の間で「小学校における
英語教育を推進する」という合意形成が成された。この年、旧文部省から研究開発学校4と
して2校が指定され、以後3年間のパイロットスタディーが行われた。このようにして、全
国で初めて小学校における英語教育が、「国際教育の一環」という位置付けで始められた。

翌年の1993（平成5）年から、研究開発学校が12校に拡大された。また、教育開発学
校以外の小学校が「特別活動」や「総合的な学習の時間」を利用して「外国語活動（英
語）」を学校教育に取り入れる場合の支援方針が打ち出されると、それを実施する小学校
が次第に増加していくことになる。
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1996（平成8）年には、中央教育審議会で『「21世紀を展望した我が国の教育の在り方に
ついて」─子どもに「生きる力」と「ゆとり」を』が審議された。その中で、所謂「ゆと
り教育」で新設された「総合的な学習の時間」、また「特別活動」等で、「国際理解教育の
一環として英会話などに触れる機会、外国の生活・文化に慣れ親しむ機会（ただし文法、
単語の知識を教え込むような方法は避ける）」を持たせることが適当とされた。その後、
1998（平成10）年度までに60校以上が研究開発学校としての指定を受けることとなった。

1998（平成10）年には、新たな小学校・中学校の学習指導要領が告示（1998年告示、
2002年施行）された。この学習指導要領では、小学校教育で国際理解に関する学習の一環
として「総合的な学習の時間」が設定され、その中で「外国語活動」（英語）が取り入れ
られた。こうして全国の小学校に「英語」による「外国語活動」が全面的に導入され、中
学校・高等学校の英語教育にも大きな影響を与えることになった。また、中学校・高等学
校において、戦後初めて「外国語」が必修科目となり、中学校においては、「英語」が必
修と指定された。また、同学習指導要領は、外国語の基礎的・実践的コミュニケーション
能力の育成を一層重視したものとなった（直山：20145）。

2．第二ステージ：「運用・実践期」

「運用・実践期」は、2002（平成14）年から始まった。この年に出された「『英語が使え
る日本人』の育成のための戦略構想」（以後「戦略構想」）において、包括的な言語政策が
提言された6。「総合的な学習の時間」や「特別活動」内で国際理解教育の一環として「外
国語活動（英語）」や英会話等を始めた、意欲的な小学校に対する支援について文部大臣
から直接の言及7もあり、その実施が一気に拡大した。

翌2003（平成15）年、「戦略構想」の実現に向けて「『英語が使える日本人』育成のた
めの行動計画」（以降「行動計画」）（図1）が出された8。「行動計画」においては、前述の

「戦略構想」に基づき、国民全体に求められる英語力の目標を「中学校、高等学校を卒業
したら英語でコミュニケーションができること」と設定した。具体的には、①中学卒業段
階で卒業者の平均が英検3級程度（挨拶や応対、身近な暮らしに関わる話題などについて
平易なコミュニケーションができる能力）、②高等学校卒業段階で卒業者の平均が英検準2
級〜 2級程度（日常的な話題について通常のコミュニケーションができるの能力）を修得
する事とした。また、専門分野に必要な英語力や国際社会で活躍する人材に求められる英
語力とし、③「大学を卒業したら仕事で英語が使える」ものと設定した。その達成に向け
た、「英語授業改善のためのアクション」9では、7つの項目10を立てて、「英語が使える日本
人」を5年間で育成すべく、同年から予算措置を含め、実施に向けた取り組みが示された。
「戦略構想」（2002年）に引き続き「行動計画」（2003年）が出されたことにより「外国語

活動（英語）」を実施する小学校がさらに増加し、2006（平成18）年には、全国の小学校
22,031校の内、その95％以上に当たる21,116校において「外国語活動（英語）」が取り入れ

―  47  ―



られ、主に中学年以降の「総合的な学習の時間」で実施されていた。また、全体の80％に
近い17,401校では、第一学年から何らかの形で「外国語活動（英語）」等が行われていた11。

図1　「英語が使える日本人のための行動計画」（概要）
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/004/siryo/04031601/005.pdf

このようにして、小学校における「外国語活動（英語）」は着実に浸透していった。ま
た、2004（平成16）年に文部科学省が行った国公立小学校の児童と保護者、約1万人を対
象にしたアンケート調査では、その70％以上の保護者が「英語を必修化すべき」とし、
91.1％が「小学校で英語活動を行うことについて」の質問に対し肯定的な回答をした（鳥
飼：200612）。

3．第3ステージ：「外国語活動（英語）必修期」

現行の学習指導要領は、2008（平成20）年に告示、翌2009（平成21）年から順次実施、
そして2011（平成23）年を以って完全実施され、現在に至っている。前回の学習指導要
領と比較し、現行の学習指導要領が大きく異なる点は、小学校高学年で「外国語活動」
を『領域』として『必修化』（年間35単位時間、週1コマ相当の授業時数）としたことであ
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る。教育の機会均等を確保し、中学校の英語教育との連携という観点から必修化がなさ
れ、指導内容も全国の小学校で共通のものとなった。また、『領域』で取り扱う「外国語
活動」の目標は、「外国語を通じて、言語や文化について体験的に理解を深め、積極的に
コミュニケーションを図ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣
れ親しませながら、コミュニケーション能力の素地を養う。」13ものとされ、中学校におけ
る英語教育目標との連携を図っていることが見てとれる。

指導にあたっては、学級担任、又は、外国語活動を担当する教師（専科教員）が行い、
授業の実施は、ネイティブ・スピーカー（Assistant Language Teacher：以降ALT）の活
用に努めると共に、地域の実態に応じて、外国語に堪能な地域の人々の協力を得る、等と
している。指導内容は、児童の発達段階を考慮し、彼らの身近な場面を設定しながら、音
声面を中心とし、アルファベットや文字、単語の取り扱いについては、「あくまで音声コ
ミュニケーションの補助」とされている。また、他の教科のような「数値」での成績評価
は、馴染まないものとされている14。

現行指導要領が全面実施された2011年には、「国際共通語としての英語力向上のための
5つの提言と具体的施作〜英語を学ぶ意欲と使う機会の充実を通した確かなコミュニケー
ション能力の育成に向けて〜」15が示された。この提言では、グローバル化の進展に伴っ
た英語力の向上が強調され、前述の「行動計画」（2003 ／平成15年）の総括とともに、
その目標が十分に達成できていないことが言及された16。その上で、英語教育の課題や方
策、その見直等に関する5つの提言17と、具体的施作が出された。2013（平成25）年には、

「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」18が示され、初等中等教育段階からグ
ローバル化に対応した教育環境作りと、英語教育改革の実施計画が公表された。

Ⅲ．次期学習指導要領における小学校英語教育の概要：「英語教科・活動期」

2016（平成28）年8月、文部科学省は、「次期学習指導要領に向けたこれまでの審議のま
とめ（案）」19を発表した。その中で、外国語教育20について、（1）小学校・中学校・高等
学校を通して充実させる必要があること、（2）小学校の外国語活動では、現行の学習指導
要領に基づく指導で学習成果が認められているが、（3）進学や進級後に、それまでの学習
内容を発展的に生かすことができていない21等の課題が示された。それらを含めた上で、
次期学習指導要領では、小学校の英語教育について、中学年から「外国語活動」を開始
し、高学年では、「教科」として「外国語（英語）」を教えることが位置付けられた。

具体的には、中学年から、主に学級担任とALT、もしくは、学級担任と地域の英語が
堪能な人材が共同し、「聞く」、「話す」を中心とした外国語活動を開始し、児童が中学年
における2年間を通して外国語に慣れ親しみ、十分に学習動機を高める。そして、高学年
から、「教科」とし、発達段階に応じて「読むこと」、「書くこと」を加えながら「外国
語」（英語）を総合的・系統的に扱うこととしている。ただし、高学年の「外国語」（英
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語）は、中学校で学ぶ「英語」の内容を前倒しするものではなく、身近なことに関する基
本的な表現を用いた言語活動を行う中で、「読むこと」、「書くこと」に慣れ親しみ、積極
的に英語を読んだり書いたりする態度の育成を含めた、初歩的な運用能力を養うこととし
ている。また、「教科」では、文構造など、言葉の規則性に関する気付きを意図的に促す
ことや、文字の認識、単語への慣れ（習得）も加えることで、発達段階に応じた知的好奇
心に応えるものとしている。加えて、次期学習指導要領では、「外国語学習」と「国語学
習」の連携が指摘され、双方の言語活動を通して「言語に対する気づき」や、効果的な言
語能力育成の重要性が示されている22。

授業時数は、中学年の「外国語活動」が週1単位〜2単位（45分〜90分）、年間35単位時
間（検討中）で、高学年からの「外国語」（英語）は、週2単位〜3単位（90分〜135分）、
年間70単位時間相当（検討中）と設定されている。ただし、1単位全てを使った学習時間
にはこだわらず、短時間学習のモジュールや、夏季、冬季等の休暇を活用する等、教育現
場に即した柔軟な対応23で運用することが示されている。高学年における「外国語」（英
語）の増加により、小学校の「全体の授業時数」が140単位時間増加する事となる（図2）。

図2

http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/09/09/1377021_2_2.pdf
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以下、次期学習指導要領における小学校英語教育の指導者（図3）を、そして、小学校
から高等学校までの系統立てた英語教育（図4）のイメージを提示する。

図3
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/058/siryo/__icsFiles/afieldfile/2016/01/15/1366027_3.pdf
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Ⅳ．次期学習指導要領の展望と潜在的課題

幼児期からの体系立てた言語教育カリキュラムを実践することにより、「外国語教育」
は、単なる「言語スキル教育」に止まることなく、メタ言語能力の育成や異文化間語学学
習24（inter-cultural language learning）（Liddicoat and Crozet: 200025、Liddicoat: 200226）
の手段としても有効である（吉川：200727）ことから、次期学習指導要領の「外国語」

（英語）に関する改訂は、評価されるものと考える。しかしながら、その実施と運用に関
しては、様々な課題が垣間見える。以下、次期学習指導要領の英語教育に関する展望と潜
在的課題を著す。

図4
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo3/058/siryo/__icsFiles/afieldfile/2016/01/15/1366027_3.pdf
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1．次期学習指導要領への展望

1．1．認知発達段階に即した英語学習

次期学習指導要領における「外国語」（英語）教育の「早期化」と「教科化」の概念は、 
児童の認知発達段階に即した変更と捉えることができる。高学年では、「幼児期」（中学年
までを指す）を脱し、認知レベルが高まり知的な活動において、より複雑な課題追求が可
能となる。従って現行の「英語活動」で行なわれている『ゲームや歌、チャンツ等を使用
した「聞く」、「話す」を主とする活動』は、高学年における学習内容としては、児童自身
にとって十分に知的好奇心、探求心が刺激されるものであるとは言えない。また、低学年
もしくは中学年から複数年に渡り同様の活動を行ってきた児童には、この種の活動に対し
意欲が持てない児童も見られる。しかし今後、高学年で、「読むこと」、「書くこと」の指
導が可能となることから、認知学習理論28に沿った学習方法（Cognitive-code Learning）
を用い、児童が、「英語活動」に飽きることなく、新たな学びを通して、「遊び」（英語活
動）から英語「学習」に発展することが期待される。

同時に、まだ幼児期に当たる中学年に「外国語活動」（英語）を移行させることは、
その学習内容が、彼らにより適していることに加え、年齢が幼い中学年は、高学年に
比し、言語習得に関連した阻害要因となり得る「情意フィルター」（affective filter）

（Krashen: 198229）が低く、新しい言語との接触に対し抵抗が少ないと考えられる。依っ
て、「外国語活動」を中学年から始める事は、活動内容が児童の認知発達段階に、より
適した移行であると考えられる。現在、殆どの小学校において何らかの形で「外国語活
動」が、小学校1年生から取り入れられていることを考慮すると、学習指導要領で「外国
語活動」が早期化されたことは、より現実に即した改訂であると言える。

1．2．「英語教育」と「国語教育」の連携

次期学習指導要領では、英語教育と国語教育の連携や充実が論じられている30。外国
語学習の基礎となるのは母語であり、英語教育と国語教育の連携は不可欠である。それ
は、またCummins: 200131の提唱する「2つの言語の習得は基礎の部分を共有し、1つの言
語を習得する際に身につけた能力は、別の言語を学習する際に良い影響をもたらす」とい
う「相互依存仮説」にも合致している。

2言語の習得に関して、その相補的な効果について興味深い研究がある（三森：200432）。 
三森は、系統的かつ論理的なドイツの「国語教育」を詳細に例示しながら、母語を習得
する際の「言語技術」（Language Arts）、すなわち、「話すこと」、「書くこと」、「読むこ
と」の技法を高めることによって、後に学ぶ外国語にも、その能力がそのまま応用され
ると提唱している。その研究では、例えば、『ドイツの小学校から高校までの国語教育に
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おいて、「話すこと」では、あくまでも正解を求めず、根拠に基づく意見からディスカッ
ション、ディベートに進むこと、また、「論理的、理性的、冷静」に話すことが求めら
れ、早い段階で魅力的な話し方について指導が実施されることをなどである。また日本
の国語教育では、「説明の方法」、「議論の技術」、「エッセイの書き方」、「小説の分析技
術」等がなされず、日本人が英語圏で学んだり働いたりする場合、不慣れな英語を用い
て、母語で習得でしていない「言語技術」から学び始めなければならない事を大きなハン
ディ』と指摘している。今後、「言語技術」の向上に観点を置いた国語教育が取り入れら
れることにより、日本語・英語の学習において、その技術が応用され、結果として両言語
の習得が相補的に向上されることが期待される。

2．潜在的な課題

2．1．人材不足と小学校教員への更なる負担増

現在、日本には約21,000校の小学校がある。その中で「英語専科教員」を持つ小学校は
全体の4％、また、ALT（JETプログラムを含む）の人数は約12,000人と、決して人的資
源が豊富であるとは言えない。そのような状況下、現在、小学校高学年の学級担任は、
ALTとティームティーチングという形式で「外国語活動」を行っている。そして次期学
習指導要領では、このティームティーチングが中学年の「外国語活動」に移行され、高学
年の教科である「外国語」（英語）は「学級担任が専門性を高め、併せて専科教員・ALT
を一層活用」することと示されている33。英語教育を担う教員やALTの必要数は、現行と
比し単純に倍増する事態となり、その人材が圧倒的に不足することは回避できない。

2．1．1．人材育成制度：「英語教育推進リーダー」が抱える課題

小学校における英語教育を担う人材（主に学級担任）の養成をすべく、文部科学省は
2014年から「英語教育推進リーダー」という事業を導入した。この事業のシステムは以
下のような3層から構築されている。（1）まず、「英語教育推進リーダー」となるべき教員
は、外部機関（British Council）で研修を受ける34。（2）研修を受けた教員が「英語教育推
進リーダー」となり、所属自治体で、各小学校から選任された教員（以後、中核教員）に
講習会で、英語の発音や教授法、教材の効果的な使用法等を教える。（3）次に、「中核教
員」が、それぞれが所属する小学校で、英語を担当する中学年・高学年の学級担任に、上
記講習会で得た知識を伝達し、彼らの英語教育力を養成するという仕組みになっている。

文部科学省の計画では、2018年までに「1000人の英語教育推進リーダー」と、「20,000
人の中核教員」が養成されることとなっている35。
「英語教育推進リーダー」は、文字通り小学校における英語教育実践に係るキーパーソ
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ンとなる。ところが、小学校の「英語教育推進リーダー」の研修参加要件36には、当該
教員の英語力は不問で、客観的に英語力を示す資格がなくても研修参加（年間2回開催、
合計で約10日間）と、自治体における講習開催等の要件を満たせば、「英語教育推進リー
ダー」となれる。

研修を受けた「英語教育推進リーダー」は、以下3つ観点を修得する事と設定されている。
それらは、①英語力の観点（「主体的に、自信をもって、ALT等と授業について話し合う」、

「基本的な英語の音声の特徴を捉え、英語を正しく発音する」など）、②教授法の観点（「目標
を達成するのに適切な活動を選択、配列、実施」、「絵本を、自信をもって生き生きと、児童
の興味を引き付けるように読むことができる」など37）、③学習者の観点（「自分自身の英語学
習計画を立てる」、「自身で英語学習を進めるにあたり、様々な方策を活用する」）である。

研修に参加する小学校教員は、高い指導力に加えて「外国語活動」の教育歴を有する人
材であるが、限られた期間の研修で、上記のような能力を修得することは極めて困難で
ある事が容易に類推される。これらの能力は、むしろ専門的な知識であり本来なら、学
部、また、大学院レベルで修める内容に相当する。また、「外国語活動」を担ってきた学
級担任である彼らの役割は「英語指導」ではなく、「学習者のモデル」として「児童と共
に英語を学習すること」であった。現行では「学習者モデル」であった学級担任が、研修
に参加する事、また講習会を数回行う事で「英語教育推進リーダー」なる人材育成制度の
持つ危うさが感じられる。

2．1．2．「中核教員」に係る負担

「中核教員」は、原則として各小学校に1名存在し、その小学校において、「外国語活
動」や「外国語」（英語）に対応した講習の開発・実施を担う教員を指す。その役割に
は、（1）校内指導計画の作成、（2）校内研究テーマに基づく教材研究の推進、（3）指導方
法・評価に係る校内での課題共有、（4）英語教育に係るカリキュラム・マネージメント、

（5）専科指導等が含まれている38。すなわち、「中核教員」は、従前の日常業務や研修に
加え、校内全体の英語教育について、開発、計画、実施に加え、中学年、高学年の学級担
任の指導、ALTとの打ち合せ、マネージメント等、小学校における外国語教育に係る全
ての役割を担う立場となる。

しかし、日本の教員（公立幼稚園から高等学校まで）は、OECD諸国の中で、年収や労
働時間を含む労働条件において最低レベルである現実を直視する必要があろう39。すなわ
ち、すでに大きな負荷がかかった教員に、新たに「中核教員」という大きな労力を要する
役割を与え、更なる負担を課す事が可能であるのか、まず問われるべきであろう。

実際、自治体において実施されている「中核教員」のための「集合研修」に参加する教
員不足が報告されている40。また、「集合研修」のみにとどまらず、平成26年度には、「外
国語活動」を担当する学級担任の60％以上が「外国語活動に関する研修」に参加していな
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い状況も指摘されている41。
ところが、一方で、外国語活動を担う学級担任が、英語を教える事に対する不安を持

ち、大手英会話スクールなどで研修を受けているという42、非常にアンバランスな現象が
起こっている。

これは、時間的に余裕のない教員が、より実践的な教授法を効果的に学び取る為の手段
として、大手英会話スクールの講習を選択したとも取れ、既存の「集合研修」・「外国語活
動に関する研修」に課題がある可能性を示唆している。

また「中核教員」に止まらず、中学年、高学年の学級担任の新たな負担が、教育現場全
体に疲弊をもたらす恐れがある。英語教育に関連して増えた負担が相殺され、教員の自己
研鑽にかける時間が担保されない限り、小学校における質の高い「英語教育」を期待する
ことは困難である事が想像される。

2．1．3．学級担任の英語力

語学教育の成功には複雑な要因が絡み合うが、その根幹となるものに、学習言語のイン
プットの「量」と「質」が挙げられる。バトラー後藤（2015）43は、『日本のように英語が
日常的に使用されず、「外国語」として学ぶ環境下では、学習開始年齢よりも、むしろ英
語のインプット（英語を聞いたり、読んだり、授業を受けた量）が、後の習熟度に大きく
影響する』ことを挙げている。同様にインプットの重要性を高橋（2016）は、「クリティ
カルマス」と表現して学習者がある一定の、それも膨大な量のインプットを受けた時に初
めて学習言語が聴きとれる事例をあげている44。また、バトラー後藤（ibid）は、『話した
り、書いたりするアウトプットを主体とする指導を受けた児童よりも、インプット主体の
指導を受けた児童は、聞き取る能力が優れているだけではなく、話すことに関しても、
前者と同様の能力が付く』という報告をしている。この場合の「良質のインプット」と
は、あくまでも授業や指導を指し、教える側（教員等）と学ぶ側（児童）との間に起こ
る、英語による意味のあるインターラクション（meaningful interaction）であり、単に映
像や音声が流れている状態を指すものではない。

また、児童が初めて触れる「外国語」（英語）教育には、教員がその言語を充分に習得
していることに加え、教授法を熟知し、適切な学習環境・教材に加え、児童の認知発達
段階に合致した活動を行う必要がある（西山・カヴァリ：2015）45。すなわち、学習者の
年齢が低い場合、教員には、より高度な語学力と英語に関する指導力が求められるので
ある。しかしながら、実際の小学校の教育現場では、あくまでも、学内の「中核教員」
の下、学級担任が中心となりALT、もしくは地域の英語が堪能な人材と共に「外国語活
動」や「外国語」（英語）を行う。学級担任の英語力が高くない場合、児童への英語のイ
ンプットは、ALTに全面的に依存することになる。ALTによる、週に一度の数十分とい
う極めて限られたインプットのみでは、圧倒的な量の欠落が見込まれ英語習得の効果が限
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られたものとなる可能性がある。

2．1．4．人材不足を補う「大学生メンターシステム導入」の提案

上述のように、小学校における英語教育には、人材という大きな課題がある。この問題
の解決策の一つに「大学生のメンターシステム」導入が挙げられる。以下、ウェールズで
成功を納めた「外国語メンターシステム」（Gorrara: 2016）46を紹介する。
『ウェールズにおいては、近年、中学生、高校生の間で著しい「外国語離れ」の現象が起

こっている。その主な要因として、ウェルッシュと英語の2言語使用が行なわれている国家
では、生徒や保護者の間で外国語学習が異文化理解へのアクセスであるという認識が見落と
されていること、また大学入学のための一斉学力試験に「外国語」が入っていないことなど
が考えられている。そこで、ウェールズ政府は「Global Futures plan」の一環として、カー
ディフ大学（Cardiff University）と共同し、言語学専攻の学部生がメンターとなり正課授業
外で少人数の生徒に外国語を教えるというプロジェクトを行った。プロジェクト開始後1年
が経つが、すでに大きな効果が見られる。生徒たちは、異なった文化を持つ人々との交流体
験を通して外国語学習を「楽み」と捉え、また、大きな達成感を得たと報告されている。

彼らにとって年齢の近い大学生は「刺激的なロールモデル」である。また「言語」が異
文化や、異なった考え方を知る鍵であることを言語学専攻の大学生から学びとれるメン
ターシステムの効果が明らかとなった。』

一方、日本においては、「海外赴任経験者」や「元英語教員」等の活用が推奨されてい
る。しかし、上記ウェールズの事例から読み取れるように、児童や生徒と年齢が近く、か
つ、言語学の知識のある大学生を人材として活用する事は、将来を生きる若い世代の双方
にとって有益で、教育効果も高い事が分かる。日本でも多いに参考にし、教育現場で同様
の試みが実施されるべきであると考える。

3．偏った英語教育が招く国家主義的概念構築の可能性

久保田（2015）47は、『日本における「国際」、「グローバル」に関する概念の特筆すべき
点として、①その本来の意味である「コスモポリタン的な性格」や「世界市民の意識」を
含意するものとは異なっている事、②日本の「国際」、「グローバル」に関する概念は、
西洋諸国、特にアメリカを強く意識し、③「英語」を最優先する事につながり、④それ
が、日本の外国語教育に大きく影響している』と批判している。実際、学習指導要領に
おいて、「外国語教育」は、中学では「英語」が必修となっており、小学校の「外国語活
動」でも「英語」が実施されている。学校教育における「国際教育」や「異文化理解」
は、殆ど「英語教育」と等しく捉えられている現状では、本来の目的である「多様な言語
や文化」を理解しようとする多元主義と合致するとは言い難い。加えて、学校教育におけ
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る英語は、中心国48（inner circle）である北米とイギリス英語のみをモデルとする傾向が
あり、JETプログラムのALT出身国においても中心国、また白人偏重の傾向49が指摘され
ていることからも、日本人の偏った「国際」、「グローバル」意識が見て取れる。

また、1990年代から日本が推し進めている「国際化」、「グローバル化」は、日本国内に
存在する様々な民族、言語、そして文化の多様性より、所謂「日本人論」言説などに見
られる「日本（人）ならでは」、「日本（人）らしさ」、「日本人としての美徳やよさ」50、
等、「日本人のユニークネス」を強調し、それを日本人のアイデンティティとしている。
そして「国際化」、「グローバル化」のスローガンのもとで、そのアイデンティティ維持を
図り、日本人自らが創った「日本独特の視点」を世界に広めようとする動きが見られる。

本来、多様な文化や異なる背景を持つ人々を理解することを目的としている「外国語
（英語）教育」や「異文化理解」が、日本では、「他者（非日本人）と自分（日本／日本
人）の違い」を見つけ出し、「日本人の独自性」という「壁」を作ることにより、自らの
アイデンティティを確立しようとする国家主義的な概念を構築する側面がある。それを十
分に認識した上で英語教育に当たる必要がある。

4．英語教育：教育格差の助長と固定化

外国語の習得には膨大な時間と努力、そして、それらを支える学習動機が大きく関係す
る。学校教育における週2〜3時間程度の学習時間で、国の第2期教育基本振興計画（平成
25年〜29年度）に沿った英語運用能力（中学卒業段階で半数が国際的な基準であるCEFR
のA1レベル／英検3級程度以上、高等学校卒業段階で半数がCEFRのA2〜B1レベル／英検
準2級から2級程度以上）に達することは極めて困難である。

溝上（2012）51は、日本人が中学3年間・高等学校3年間・大学での2年間、計8年間で行う
英語の学習時間を1120時間と試算した研究と、日本人が中級レベルの英語を身につけるた
めには4000時間の学習時間が必要と提唱する研究を紹介し、日本社会で「英語」という科
目のみが学校教育を終えた時点で、実践できると期待されている現実を鋭く批判している。

上記のように、英語習得には、学校教育以外に膨大な学習時間が必須である。すなわ
ち、学校以外で学習可能な環境、また、その学習動機の醸成機会（例えば「海外旅行」、

「留学」、「塾」、「英会話教室」など）の有無が学習の成否に大きく作用する。このような
明示的な学習動機を得られる児童・生徒と、それらの機会を持てない児童・生徒の間に
は、英語習得の度合いに大きな差が生じる。すなわち、英語は他の科目と比較し、保護者
の経済格差が著しく成績に反映される科目であると言える。江利川（2009）52は、東京や
大阪における調査をもとに、『中学における「英語」は、「国語」や「算数」に比べ、親の
経済力が学力格差に一段と色濃く反映される科目であることを指摘し、中学での「英語格
差」の問題を解決することなく、小学校に英語教育を導入することは、「英語格差」の拡
散を招く』と警鐘を鳴らしている。同様の指摘は、鳥飼（2006）53やバトラー後藤（2015）54 
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からも出されている。バトラー後藤（2015：ibid）では、「英語格差」（English divide）
は、『特に東アジアで顕著化しており、学年が上がるにつれ、その差が増すこと、そし
て、その結果、高等教育へのアクセス、キャリア選択までをも決定付ける要因となるこ
と、また、この問題に対する対応の難しさ』を指摘している。

このように、「英語」は、他の科目以上に保護者の経済格差との相関性が高く、学習者
（児童）が授業についていけなくなると、その差を埋めることが非常に困難である。その
ような性格を持つ「英語」を小学校で「科目」として取り入れるにあたり、学習困難な児
童への早期における専門的な指導・対応やリメディアル教育についての議論が喫緊の課題
となろう。

Ⅵ．おわりに

21世紀を生きる子どもたちが、地球市民として積極的に地域社会や世界に参画し、その
発展に貢献できるような資質を培うために、国際共通語の一つである「英語」を身につけ
る事は、今まで以上に重要なファクターとなるであろう。本小論では、国公立小学校にお
ける英語教育の現状と本年告示される次期学習指導要領の内容から、今後の小学校におけ
る英語教育に関する展望、及び、直面すると考えられる課題について批判的に分析した。

小学生が成人となる2030年代には、国際化、ボーダレス化が一層進むと同時に、国内の
グローバル化もさらに深化しているであろう。小学校での英語教育が、将来、児童たち
にとって「英語」を「言語ツール」として使用できる教育の根幹として資すること、ま
た、英語教育を通して多元的な価値観や批判的な思考力を育む一助となること望む。
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